
平成 16 年 4 月 7 日 

各 位 

新日鉱ホールディングス株式会社 

 

 

平成 16-18 年度中期経営計画の策定について 

 

当社（本社：東京都港区虎ノ門二丁目，社長：清水康行）は，設立当初より，グループ

経営の重点を，「量から質」および「利益率重視」に置き，中期経営計画に基づき，収益力

強化と財務体質改善のための構造改革を鋭意推進しております。 

今般，平成 16 年度から平成 18 年度を対象とする新たな中期経営計画を下記のとおり策

定いたしました。今後，本計画を着実に実行することにより，グループの企業価値を一段

と高めてまいる所存であります。 

 

記 

 

１．平成 15 年度の概況 

 本中期経営計画策定の前提となった平成 15 年度の概況は以下のとおりである。 

① 事業各社の構造改善努力に加え，ＩＴ・素材産業の急回復を牽引とした事業環境の

好転もあり，経常利益・当期利益ともに前年度を大きく上回る見通しである。 

② 在庫圧縮，遊休資産売却，さらには財務改善に向けての種々の損失処理を推進し，

その結果，重点課題である有利子負債についても，前年度から 13％（1,100 億円強）

の削減と，予定を上回る進捗となる見込みである。 

③ こうした収益改善の状況を踏まえ，配当は，対前年度 2円増額の 6円／株とする予

定である。 

単位：億円 

 15 年度見通し 14 年度実績 差 異 

売上高 22,200 21,631 （○）569

営業利益 475 403 （○）72

経常利益 500 370 （○）130

当期利益 135 37 （○）98

  

有利子負債（年度末時点） 7,630 8,764 （－）1,134

 

２．平成 16-18 年度中期経営計画の概要 

（１）基本方針 

① 「各事業の収益力強化」および「財務体質の抜本的改善」に向けた改革を一層ス

ピードアップする。特に財務体質面では，新会計基準への対応を踏まえつつ，平

成 16 年度中に，必要な損失処理を終了させる。 

② 収益ポテンシャルを最大限顕在化させ，収益基盤の底上げを図る。 

③ グループ間でシナジー効果を見込める収益機会，事業機会を積極的に探索する。 
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（２）当面の事業環境認識 

 ① 中国経済は，当分の間，比較的高いレベルの成長が期待され，米国とともに，世

界経済を牽引する。 
 ② 国内経済は，ＩＴ産業，素材産業の復活等により企業マインドが好転してきてお

り，総じて上昇基調に転じる。 
 ③ 金属，石油化学品等基礎素材の価格が，世界的需給逼迫により高騰している。 
④ 原油価格は，中国の需要伸長等を背景として，高水準で推移する。 

 ⑤ 株式市場は堅調に推移しており，大崩れする懸念は薄らいでいる。  
⑥ 為替レートは，米国の所謂双子の赤字の継続により，ドル安基調が継続する。 

 

（３）策定結果 
①収益計画                            （単位：億円） 

 15 年度

見通し 

16 年度 

計画 

17 年度 

計画 

18 年度 

計画 

18 年度と 15年度

との差異 

売上高 22,200 22,380 21,970 22,320 （〇）120

営業利益 475 610 700 800 （〇）325

経常利益 500 650 700 820 （〇）320

石油（ｼﾞｬﾊﾟﾝｴﾅｼﾞｰｸﾞﾙｰﾌﾟ） 340 300 360 400 （〇）60

資源・金属（日鉱金属ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 128 200 145 180 （〇）52

電子材料（日鉱ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ） ▲30 50 75 105 （〇）135

金属加工（日鉱金属加工ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 67 85 100 110 （〇）43

経常利益 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ別 

内訳 

 

その他（独立・機能会社ｸﾞﾙｰﾌﾟ） ▲ 4 15 20 25 （〇）29

当期利益 135 230 360 430 （〇）295

   

売上高経常利益率（％） 2.3 2.9 3.2 3.7 （〇）1.4

１株当たり当期利益（円／株） 
上段：株式数は自己株を含む約 848 百万株で算定 
下段：株式数は自己株を除く約 679 百万株で算定 

15.9

19.9

27.1

33.9

42.4 

53.0 

50.7 

63.3 

（〇）34.8

（〇）43.4

 
②前提条件 

 15 年度見通し 16 年度計画 17 年度計画 18 年度計画

為替レート（円／ドル） 113 105 105 105

原油 FOB（ドル／バレル） 

＜ドバイスポットベース＞ 
27 28 25 25

石油 

燃料油販売量（百万 kl／年） 22.3 21.2 21.2 21.3

銅価（セント／ポンド） 92 120 100 100資源・金属 

ＰＰＣ※銅販売量（千ｔ／年） 621 589 615 659

電解銅箔販売量（千ｔ／月） 2.4 2.8 2.8 2.9

圧延銅箔販売量（千ｋｍ／月） 3.1 4.0 4.6 5.3

電子材料 

ITO ターゲット販売量（ｔ／月） 13.6 22.4 31.2 37.7

生産品販売量（千ｔ／月） 4.0 3.8 3.7 3.7金属加工 

高機能材料比率 22％ 33％ 49％ 54％

※ＰＰＣ：パンパシフィック・カッパー社（日鉱金属 66％出資，三井金属 34％出資） 
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③キャッシュフローおよび有利子負債削減            （単位：億円）           

 14 年度 

実績 

15 年度 

見通し 

16～18 年度 

計画値累計 

15～18 年度 

計画値累計 

①営業キャッシュフロー 143 900 2,800 3,700

②投資キャッシュフロー ▲157 ▲20 ▲1,230 ▲1,250

 設備投資・投融資支出 ▲489 ▲420 ▲1,810 ▲2,230

 投融資回収 211 340 490 830

 その他 121 60 90 150

③その他（配当金等） ▲67 ▲30 ▲220 ▲250

（Ａ）フリーキャッシュフロー 

 （①＋②＋③） 

▲81 850 1,350 2,200

（Ｂ）現金・現金同等物の圧縮 189 200 100 300

（Ｃ）その他 56 84 ▲250 ▲166

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）有利子負債削減 164 1,134 1,200 2,334

 

 

④連結バランスシート 

 14年3月末

実績 

15 年 3 月末

実績 

16 年 3 月末 

見通し 

19年3月末 

計画 

19年3月末と

14 年 3月末

との差異 

総資産（億円） 16,959 16,287 15,650 15,250 （－）1,709

有利子負債（億円） 8,928 8,764 7,630 6,430 （－）2,498

株主資本（億円） 1,815 2,049 2,300 3,050 （＋）1,235

株主資本比率（％） 10.7 12.6 14.7 20 （〇）9

１株当り株主資本（円） 

上段：株式数は自己株を含む約 848 百万株で算定 
下段：株式数は自己株を除く約 679 百万株で算定 

214

267

242

302

271 

339 

360 

449 

（〇） 146

（〇）182

Ｄ／Ｅレシオ（倍） 4.9 4.3 3.3 2.1 （〇）2.8
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⑤設備投資・投融資 
 財務体質強化の観点からコア事業の収益力の維持・強化のために不可欠な投資案件を厳

選するとともに，成長分野への投資および構造改革に必要な投資を積極的に行う。  

単位：億円 

  16-18 年度 

計画値累計 

 15 年度 

見通し 

（１）既存事業における収益力の維持・強化 770  150

 ＳＳ投資等販売強化 

サルファーフリー対応 

製油所競争力強化 

システム投資 

銅製錬工程の一部集約化 

その他 

  

（２）成長分野への新規展開  50

 圧延銅箔能力増強 

ターゲット材能力増強 

電子材料事業の高付加価値化 

海外銅・亜鉛プロジェクト投資 

金属下流事業中国プロジェクト 
（荒引線事業の増強 他） 
金属加工事業の中国展開 

天然ガスの探鉱 

その他 

400 

 

（３）環境・維持保全投資等 640  220

合 計 1,810  420

 
⑥コア事業会社の事業環境認識・基本戦略・重点課題 
 別紙のとおり。 
 

 

３．中長期的目標 

 

当グループは，昨年，グループ総体の経営資源・潜在力等を踏まえ，次のような中長期

的経営目標を掲げた。 

① 連結売上高経常利益率   5％（1,000 億円の経常利益） 

② 連結株主資本比率    25％（3,800 億円の株主資本） 

③ 連結有利子負債削減   3,000 億円（平成 14 年 3 月末比） 

 

当社としては，本中期経営計画に織り込んだ改善策を実行し，最終 18 年度の計画値を確

実に実現することにより，上記中長期的目標達成の大きな足掛かりを得たものと考えてい

る。 
 

以上 
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別紙  コア事業会社の事業環境認識・基本戦略・重点課題 

 事業環境認識 基本戦略 重点課題 

石油事業 

（ジャパンエナジー 

グループ） 

・精製能力は徐々に減少 

・ 品質規制強化 

・ 石油製品需要は総体として減少 

・ 流通段階での厳しい競争が継続 

・ 環境対応投資の増加 

 

 

・ コスト競争力の強化と収益力の

向上 

「販売シェア 10％に対し，利益

シェア 15％を確保」 

・ 環境問題への対応 

 

【精製部門】 

製油所の特徴を生かした競争力強化 

水島製油所はボトムレス化，鹿島製油所はコンビナートとの連携

を強化 

① ｻﾙﾌｧﾌﾘｰ投資実施後，精製コスト 1500 円/kl 以下を達成 

② 環境問題への対応（ｻﾙﾌｧﾌﾘｰ，CO2 問題） 

【販売部門】 

① 競争力ある SS 群の強化・拡充 

② 中間留分の販売強化 

【事業開発部門】 

新規事業の事業化検討～分散電源，水素燃料電池，土壌浄化 

【資源開発部門】 

 三陸沖・胆振沖の天然ガス開発の推進 

資源・金属事業 

（日鉱金属 

グループ） 

 

・ 銅需要は，世界的には中国を中心に

増加，国内は主力の電線向けが減

少。 

・ 銅価は，中国需要の急増等による在

庫の減少から高水準で推移 

・ 買鉱条件は，足下大幅悪化も高銅価

を背景に精鉱供給量の増加で徐々

に改善 

 

 

・ 非鉄金属・資源の国際優良企業グ

ループへの成長 

・ ＮＰＭ活動等による絶えざる質

の向上と改善の積み重ね 

・ 国内事業の一層の競争力強化と

海外における長期成長戦略の展

開 

・ 技術開発によるコア事業の革新 

【当面の課題】 

① PPC，LG ﾆｯｺｰとのｱﾗｲｱﾝｽ深化と競争力強化 

～原料交渉，物流，技術交流，相互融通による在庫の圧縮等 

② 佐賀関製錬所，日立工場の更なる競争力強化 

～製錬工程の集約，電気銅の品質向上 

③ 銅・貴金属を含む環境リサイクル事業の強化 

④ 棚卸資産，固定資産の圧縮 

【長期成長戦略の推進】 

① 鉱山への投融資による原料および投資リターン確保の継続 

② 湿式製錬・鉱山一体型プロジェクトの推進 

～SXEW 鉱山開発，湿式製錬技術およびﾊﾞｲｵﾏｲﾆﾝｸﾞ技術の実用化 

③ 中国市場における事業展開 

～ワイヤロッド増産（常州） 他  
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 事業環境認識 基本戦略 重点課題 

電子材料事業 

（日鉱マテリアルズ

グループ） 

・ＩＴ関連需要増 

～携帯電話，デジタルカメラ等の需要が，

高機能化の進展により堅調に推移、パソコ

ンも北米中心に回復 

・為替は円高で推移～輸出採算悪化 

・主要原料（銅，ｲﾝｼﾞｳﾑ，白金等）高騰 

・通信関連は，FTTH 等の流れを受けて底打

ちの兆し 

・「ファーストベンダー戦略」 

・ グループ電解銅箔事業の再構

築 

・ ターゲット材，圧延銅箔等の

成長製品の能力増強，歩留ま

り改善，生産性向上による収

益力アップとコスト削減 

 

【電解銅箔事業の再構築】 

① 販売価格の更なる値上げ 

② 薄箔比率の向上と増産による収益力向上（日立，フィリピン） 

【成長製品の維持・拡大】 

① 圧延銅箔：需要にあわせた能力増強，日鉱金属加工との緊密な連携 

② ターゲット材：能力増強，歩留まり向上，次世代ターゲット開発 

【研究開発】 

化合物半導体エピ事業の強化，グールドフレックスの早期事業化， 

ナノめっきの開発推進 

金属加工事業 

（日鉱金属加工 

グループ） 

 

・ ＩＴ産業の安定成長 

⇒高機能・高精度材料の伸長 

・ 中国市場の成長、生産基地シフト 

⇒潜在的購買力、コスト競争力 

・ 少量，短納期デリバリー要求の強化 

・ 業界内外提携，再編の活発化 

・ 利益率重視のコンパクトで

効率的な体制確立 

・ 現地法人設立による中国マ

ーケットへの対応 

・ コイルセンター機能強化に

よる圧延品シェアアップ 

・ 金メッキ技術と精密プレス

技術を合わせた部品加工事

業の拡大 

【圧延事業（倉見工場）】 

①重点製品（高機能・高ﾏｰｼﾞﾝ品）の拡大 

・箔事業の強化（広幅銅箔用圧延機導入） 

・高級ｺﾈｸﾀ用素材強化（ﾊｲﾊﾟｰｼﾘｰｽﾞ） 

②ｽﾃﾝﾚｽ事業の中国移転（日鉱宇進精密加工（蘇州））および OEM

拡大によるスリム化 

【精密加工事業の再構築】 

① 冨士電子工業㈱（茨城県）の自動車用およびｺﾈｸﾀ用ﾌﾟﾚｽ・金ﾒｯ

ｷ事業拡大 

② 宇進精密工業㈱（韓国）におけるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形事業確立 

③ 日鉱宇進精密加工（蘇州）における電子銃事業推進 

【コイルセンター事業の強化】 

①国内外４社の生産能力増強 

②少量・短納期ｻｰﾋﾞｽ強化による差別化 
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